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各省における外部評価に関する実態調査について 
平成 24 年 7 月 3 日 

評価専門調査会事務局 
１．実態調査の趣旨 
総合科学技術会議が実施する国家的に重要な研究開発の評価の事後評価結果において、

「客観性を十分保つ」という外部評価の目的・役割に照らした場合、外部評価の実施方法

に問題があったと判断される案件があった。また、行政刷新会議の「提言型政策仕分け」

において「所管官庁から独立した厳格な外部評価を行うべきである。」といった提言も出さ

れている。 
こうしたことを踏まえ、①各府省又は独立行政法人で行われている外部評価についてど

のような点が課題として考えられるか。②また、外部評価の客観性、公平性等の確保を含

め外部評価を実効性のあるものにしていくために、改善又は実施していくべき取組みとし

てはどのようなことが考えられるのか等を検討することとする。これに当たり、各省が実

施している研究開発事業の外部評価についての実施状況を把握する。 
 
 
２．調査対象 

①「大綱的指針に沿った研究開発評価の実施状況について」(平成 22 年 12 月 9
日 第 84回評価専門調査会)で調査対象とした研究開発事業(2009 年度若しくは

2010 年度予算額が 10 億円以上のもの、又は、平均単年度予算額が 5 億円以上

のもの)。ただし、研究資金制度は除く。 
②平成 23 年度概算要求における科学・技術関係施策の優先度判定対象事業のう

ち平成 23 年度概算要求額が 10 億円以上の研究開発事業。ただし、研究資金制

度は除く。 
事前評価 
 ①②のうち、2009 年度～2011 年度に事前評価を実施したもの 
中間評価 
 ①のうち、2009 年度～2012 年度に中間評価を実施したもの/実施予定のもの 
終了時評価 
 ①のうち、2009 年度～2012 年度に終了時評価を実施したもの/実施予定のもの 
追跡評価 
 ①のうち、2009 年度～2012 年度に追跡評価を実施したもの/実施予定のもの 
 
 
３．調査結果の概要 
評価実施主体(評価事務局)について 
・評価部署が評価事務局を担当して府省等(省及び独立行政法人)と事業推進主体が評価事

務局を担当している府省等に分かれる。 
・一部の省では、事業推進主体が事務局となる評価と評価担当部署が事務局となる評価の

２段階で評価が実施されている。 

資料４－２ 
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・一部の省の一部の事業で法制度上規定されている外部機関で評価を行っているものはあ

るが、評価をそれ以外の機関に外部委託している事業はない。 
 
評価者の選任について 
・事業の性格に対応した選任基準については、全ての省等のほとんどの事業で設定され、

明文化されているが、一部の省の一部の事業で明文化されていないものもある。 
・評価のフェーズ間の関係では、ほとんどの省等では①基本的に同じ評価者を選定してい

るが、一部の省では、事業によって①基本的に同じ評価者を選定する場合と②一部同じ

評価者を残しつつ異なる評価者を加えて選定する場合とに分かれる。 
・事業推進主体が事務局となる評価と評価担当部署が事務局となる評価の２段階で評価を

行っている一部の省では、前者については③基本的には異なる評価者を選定し、後者に

ついては①基本的に同じ評価者を選定している。 
・全ての省等の全ての事業について、評価者は公開されている。 
 
評価方法について 
・評価対象は、省等によって、①研究開発実施主体のみの場合、②研究開発実施主体と事

業推進主体の両方の場合、③事業推進主体のみの場合に分かれる。ただし、一部の省で

は、事業によって、①研究開発実施主体のみの場合と②研究開発実施主体と事業推進主

体の両方の場合とに分かれる。 
・評価の審議方法は、全ての省等のほとんどの事業において、②外部評価者から構成され

る委員会、検討会等による合議制がとられている。 
・評価の観点、評価項目・評価基準の設定については、省等によって①評価事務局が設定

する場合、②評価者の意見を踏まえて事務局が設定する場合、③評価委員会・検討会が

設定する場合とに分かれる。ただし、一部の省では、事業によって、②評価者の意見を

踏まえて事務局が設定する場合と③評価委員会・検討会が設定する場合とに分かれる。 
・自己評価の活用については、事業によって、①研究開発実施主体による自己評価と事業

推進主体による自己評価の両方の自己評価を活用する場合、②いずれか片方の自己評価

を活用する場合、③いずれの自己評価も活用しない場合とに分かれる。 
・調査・分析については、かなりの省等で実施されているとしているが、その内容は評価

対象からのヒアリングにとどまっている。一方で、一部の省等の一部の事業では、アン

ケートや文献調査などを行っている。 
 
評価の審議過程の公表について 
・評価の供した資料及び議事概要は、一方のみの場合を含めるとほとんどの省等のほとん

どの事業で公表されているが、一部の事業ではいずれも公表されていないものもある。 
 
評価結果の活用について 
・ほとんどの省等のほとんどの事業で、①予算等の資源配分への反映、②研究開発の質の

向上のための助言等、③施策、政策等の企画立案の改善のいずれか、または複数の内容

で評価結果の活用が行われている。 
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・評価結果の活用状況のモニタリングの取組みについては、省等によっても分かれるが、

一部の省等では事業によっても分かれる。一部の省等では全ての事業でモニタリングを

行っている。 
・評価結果の活用状況をモニタリングしている事業でも、事業によって活用状況の評価者

への通知や活用状況の公表の有無は分かれるが、一部の省等では全ての事業で評価者へ

の通知と活用状況の公表が行われている。 
・評価結果の活用状況をモニタリングしているほとんどの事業では、評価委員会等のよる

フォローアップが実施されている。 



 



予算等
の資源
配分へ
の反映

研究開
発の質
の向上
のため
の助言
等

施策、政
策等の
企画立
案の改
善

その他

超高速光エッジノード技術の研究開発
技術政策課
研究推進室

2009年

最先端のグリーンクラウド基盤構築に向け
た研究開発（継続）

電気通信技術
システム課
データ通信課

2009年

脳の仕組みを活かしたイノベーション創成
型研究開発（新規）

技術政策課
研究推進室

2010年

ワイヤレスネットワーク技術に関する研究
開発

ワイヤレスネッ
トワーク研究所

2011年

ネットワークセキュリティ基盤技術の推進
（継続）

ネットワークセ
キュリティ研究
所

2011年

先端ＩＣＴ技術に関する研究開発（継続）
未来ICT研究
所

2011年

電磁波計測基盤技術の研究開発（継続）
電磁波計測研
究所

2011年

新世代通信網テストベッド（JGN-X）構築事
業（新規）

テストベッド研
究開発推進セ
ンター

2011年

文部科学省

独立行政法
人日本学術
振興会

最先端研究基盤事業

・内閣府政策
統括官（科学
技術政策・イノ
ベーション担
当）付
・文部科学省
振興企画課学
術企画室
・日本学術振
興会研究事業
部研究事業課

2010
①事業推進主体
(文部科学省）

○（明文
化してい
る）

③その他
(有識者ヒア
リング結果
を踏まえた、
文部科学省
政務三役及
び有識者に
よる全体評
価の実施)

④その他
（研究者
からの意
見募集結
果等を踏
まえ、文
部科学省
が設定）

×

○(文部科学
省におい
て、選定基
準や支援対
象等につい
て研究者か
ら広く意見
募集を行う
とともに、日
本学術会議
との意見交
換を行う等、
事業選定に
当たっての
調査を実施)

× ×

○（事
前評価
結果を
選定に
反映）

○（各事
業の選
定理由
を、選定
基準ごと
に公表）

○ ×

Ｂファクトリー加速器の高度化による新しい
物理法則の探求（継続）

基盤研究課量
子放射線研究

推進室
2010 ×

○(評価に必
要な情報の
収集)

× ×

革新的ハイパフォーマンス･コンピューティ
ング･インフラの構築（うち戦略プログラム）
（旧：次世代スーパーコンピュータ戦略プロ
グラム）

情報課 2009
○（明文
化してい
る）

②研究開発
実施主体と
事業推進主
体（推進体
制、事業全
体のマネジ
メント等）の
両方

○(各分野の
専門家であ
る委員等か
らヒアリング)

○（評価
実施主
体の助
言等を
事業運
営等に
活用）

○（実施
主体に
て実施
内容の
見直し
等を適
宜行っ
ている）

○ ○ ○

○○―

①事業推進主体

①研究開発
実施主体の
み

× ××

文部科学省

②外部評価
者から構成
される委員
会、検討会
等による合
議制

③評価委
員会・検
討会等が
設定

○

○（次
年度以
降の予
算要求
に反
映）

○

○

○

○

○

×

○

×

×－ × × ×× ×

○○

○（必
要に応
じて予
算等の
見直
し）

○（評価
結果を
研究開
発実施
主体に
フィード
バック
等）

○（必要
に応じて
施策等
を検討）

○
（必要に
応じて施
策等を
検討）

○
（評価結
果を研
究開発
実施主
体に

フィード
バック
等）

×

○
（必要
に応じ
て予算
等の見
直し）

－ × ×

事業推
進主体
による自
己評価
の有無

○

○

②外部評価
者から構成
される委員
会、検討会
等による合

議制

②外部評価
者から構成
される委員
会、検討会
等による合

議制

調査・分析
の実施の有
無

評価の審議
方法

評価の観
点、評価
項目・評
価基準の
設定

研究開
発実施
主体に
よる自
己評価
の有無

×

○（評価会
において評
価方法につ
いて調査分
析を行い、
必要に応じ
て見直しを

行う）

○
（ヒアリング
により定性
的な分析を

実施）

②評価部署

②評価部署

○

①基本的
には同じ
評価者を
選定

①研究開発
実施主体の

み

①研究開発
実施主体の

み

①基本的
には同じ
評価者を
選定

③評価委
員会・検
討会等が
設定

③評価委
員会・検
討会等が
設定

×総務省

NICT

研究開発事業(研究資金制度は除く)の外部評価の実施状況【事前評価】

府省又は独
立行政法人
名

研究開発事業名
(研究資金制度は除く)

事業推進主体
(事業推進部
署)

評価の実施
時期

評価実施主体
(評価事務局)

評価者の選任 評価方法
評価の審
議過程の

評価
委員
会等
による
フォ
ロー
アップ

評価
に供
した
資料
の公
表

議事
概要
の公
表

評価結果の活用内容 活用状
況のモ
ニタリン
グ

評価
者へ
の活
用状
況の
通知

活用
状況
の公
表

評価結果の活用

事業の
性格に
対応した
選任基
準の設
定

評価の
フェーズ
間の関係

評価
者の
公表

評価対象
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予算等
の資源
配分へ
の反映

研究開
発の質
の向上
のため
の助言
等

施策、政
策等の
企画立
案の改
善

その他

事業推
進主体
による自
己評価
の有無

調査・分析
の実施の有
無

評価の審議
方法

評価の観
点、評価
項目・評
価基準の
設定

研究開
発実施
主体に
よる自
己評価
の有無

研究開発事業(研究資金制度は除く)の外部評価の実施状況【事前評価】

府省又は独
立行政法人
名

研究開発事業名
(研究資金制度は除く)

事業推進主体
(事業推進部
署)

評価の実施
時期

評価実施主体
(評価事務局)

評価者の選任 評価方法
評価の審
議過程の

評価
委員
会等
による
フォ
ロー
アップ

評価
に供
した
資料
の公
表

議事
概要
の公
表

評価結果の活用内容 活用状
況のモ
ニタリン
グ

評価
者へ
の活
用状
況の
通知

活用
状況
の公
表

評価結果の活用

事業の
性格に
対応した
選任基
準の設
定

評価の
フェーズ
間の関係

評価
者の
公表

評価対象

橋渡し研究加速ネットワークプログラム
ライフサイエン

ス課
2011

次世代がん研究戦略推進プロジェクト（新
規）

研究振興戦略
官付

2011

地震・津波観測システム（第Ⅱ期）
地震・防災研

究課
2009 ○

○(評価委員
によるヒアリ
ング等。)

○（次
年度
（以降）
の予算
要求に
反映）

○（実施
体制の
見直し）

○ ○

大学発グリーンイノベーション創出事業
環境エネル
ギー課

2010

○（明文
化してい
ないが設
定してい
る。具体
的な方
法：環境
エネル
ギー分野
に関する
専門的
知見を有
すること）

②評価者
の意見を
踏まえて
評価事務
局が設定

×
○(文献調査
を実施)

×

○（次
年度の
予算要
求に反
映）

× × × ×

○（明文
化してい
る）

○①事業推進主体 × ×

××

- ×文部科学省

②研究開発
実施主体と
事業推進主
体（推進体
制、事業全
体のマネジ
メント等）の
両方

②外部評価
者から構成
される委員
会、検討会
等による合
議制

③評価委
員会・検
討会等が
設定

○

○（評価
実施主
体の助
言等を
事業運
営等に
活用）

×

○

○（次
年度以
降の予
算要求
または
資源配
分方針
決定に
活用）

○(事業の評
価委員会ま
たは審議会
による報告
書のとりまと
め)

○（評価
実施主
体の助
言等を
施策・政
策立案
に活用）

○

× ×
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予算等
の資源
配分へ
の反映

研究開
発の質
の向上
のため
の助言
等

施策、政
策等の
企画立
案の改
善

その他

事業推
進主体
による自
己評価
の有無

調査・分析
の実施の有
無

評価の審議
方法

評価の観
点、評価
項目・評
価基準の
設定

研究開
発実施
主体に
よる自
己評価
の有無

研究開発事業(研究資金制度は除く)の外部評価の実施状況【事前評価】

府省又は独
立行政法人
名

研究開発事業名
(研究資金制度は除く)

事業推進主体
(事業推進部
署)

評価の実施
時期

評価実施主体
(評価事務局)

評価者の選任 評価方法
評価の審
議過程の

評価
委員
会等
による
フォ
ロー
アップ

評価
に供
した
資料
の公
表

議事
概要
の公
表

評価結果の活用内容 活用状
況のモ
ニタリン
グ

評価
者へ
の活
用状
況の
通知

活用
状況
の公
表

評価結果の活用

事業の
性格に
対応した
選任基
準の設
定

評価の
フェーズ
間の関係

評価
者の
公表

評価対象

宇宙航空研
究開発機構
(JAXA)

はやぶさ２プロジェクト
宇宙開発利用

課
2010 ①事業推進主体

○（明文
化してい
ないが設
定してい
る。具体
的な方
法：宇宙
分野に
関する専
門的知
見を有す
ること）

- ○

②研究開発
実施主体と
事業推進主
体（推進体
制、事業全
体のマネジ
メント等）の
両方

②外部評価
者から構成
される委員
会、検討会
等による合
議制

③評価委
員会・検
討会等が
設定

○ ○

○(評価項目
としてシステ
ム選定及び
基本設計要
求、開発計
画（スケ
ジュール、
資金計画、
実施体制
等）、リスク
管理等の項
目を設定し
ており、研究
開発実施主
体が調査・
分析した
データを会
議の場で提
示してもらっ
ている）

○ ○

○（次
年度以
降の予
算要求
に反
映）

○（委員
からの
各助言
をその
後の研
究開発
活動へ
活用）

○（本事
業の計
画案の
改善・見
直しに
活用）

× ○ ○ ○ ○

地域活性化のためのバイオマス利用技術
の開発

研究開発官(環
境）室

2010年度
2009年度

新農業展開ゲノムプロジェクト

研究開発官(食
の安全、基礎・
基盤）室

2010年度

気候変動に対応した循環型食料生産等の
確立のための技術開発（旧：農林水産分野
における地球温暖化対策のための緩和及
び適応技術の開発）

研究開発官(環
境）室

2011年度
2010年度
2009年度

○
（2011
年度
以降）

○評価
結果を
踏まえ、
研究課
題及び
その計
画の見
直し又
は中止
等を検
討

○評価
結果を
踏ま
え、概
算要求
に反映

○

①基本的
には同じ
評価者を
選定

○

②外部評価
者から構成
される委員
会、検討会
等による合
議制

○評価
結果を
踏まえ、
研究課
題及び
その計
画の見
直し又
は中止
等を検
討

× ×農林水産省
①評価事
務局が設
定

②研究開発
実施主体と
事業推進主
体(推進体
制、事業全
体のマネー
ジメント等)
の両方

②評価部署 × ○

○外部評価
者によるヒア
リングを実
施

○ ○

○
（2011
年度以
降）

○
（2011
年度
以降）
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予算等
の資源
配分へ
の反映

研究開
発の質
の向上
のため
の助言
等

施策、政
策等の
企画立
案の改
善

その他

事業推
進主体
による自
己評価
の有無

調査・分析
の実施の有
無

評価の審議
方法

評価の観
点、評価
項目・評
価基準の
設定

研究開
発実施
主体に
よる自
己評価
の有無

研究開発事業(研究資金制度は除く)の外部評価の実施状況【事前評価】

府省又は独
立行政法人
名

研究開発事業名
(研究資金制度は除く)

事業推進主体
(事業推進部
署)

評価の実施
時期

評価実施主体
(評価事務局)

評価者の選任 評価方法
評価の審
議過程の

評価
委員
会等
による
フォ
ロー
アップ

評価
に供
した
資料
の公
表

議事
概要
の公
表

評価結果の活用内容 活用状
況のモ
ニタリン
グ

評価
者へ
の活
用状
況の
通知

活用
状況
の公
表

評価結果の活用

事業の
性格に
対応した
選任基
準の設
定

評価の
フェーズ
間の関係

評価
者の
公表

評価対象

2010年度
①事業推進主体

③基本的
には異な
る評価者
を選定

①個別に外
部評価者か
ら意見を聴
取

2010年度
②評価部署

①基本的
には同じ
評価者を
選定

②外部評価
者から構成
される委員
会、検討会
等による合
議制

2010年度
①経産省事業推
進主体

③基本的
には異な
る評価者
を選定

①個別に外
部評価者か
ら意見を聴
取

２０10年度
②経産省評価部
著

①基本的
には同じ
評価者を
選定

②外部評価
者から構成
される委員
会、検討会
等による合
議制

2010年度
①経産省事業推
進主体

③基本的
には異な
る評価者
を選定

①個別に外
部評価者か
ら意見を聴
取

２０10年度
②経産省評価部
著

①基本的
には同じ
評価者を
選定

②外部評価
者から構成
される委員
会、検討会
等による合
議制

２０10年度 ①事業推進主体

③基本的
には異な
る評価者
を選定

①個別に外
部評価者か
ら意見を聴
取

２０10年度
②評価部署

①基本的
には同じ
評価者を
選定

②外部評価
者から構成
される委員
会、検討会
等による合
議制

○
（評価結
果も活
用しつつ
実施）

○
（評価結
果も活
用しつつ
実施）

○
（評価
結果も
活用し
つつ実
施）

○○
×××

①評価事
務局が設
定経済産業省

○

グリーンセンサ統合制御システム実証プロ
ジェクト

○○○○
×

○

③その他
(事業推進
主体)

研究開発課

ノーマリーオフコンピューティング基盤技術
開発（新規）

情報通信機器
課

海洋エネルギー技術研究開発

資エ庁省新部
新エネ対策課

新エネルギー系統対策蓄電システム技術
開発
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予算等
の資源
配分へ
の反映

研究開
発の質
の向上
のため
の助言
等

施策、政
策等の
企画立
案の改
善

その他

事業推
進主体
による自
己評価
の有無

調査・分析
の実施の有
無

評価の審議
方法

評価の観
点、評価
項目・評
価基準の
設定

研究開
発実施
主体に
よる自
己評価
の有無

研究開発事業(研究資金制度は除く)の外部評価の実施状況【事前評価】

府省又は独
立行政法人
名

研究開発事業名
(研究資金制度は除く)

事業推進主体
(事業推進部
署)

評価の実施
時期

評価実施主体
(評価事務局)

評価者の選任 評価方法
評価の審
議過程の

評価
委員
会等
による
フォ
ロー
アップ

評価
に供
した
資料
の公
表

議事
概要
の公
表

評価結果の活用内容 活用状
況のモ
ニタリン
グ

評価
者へ
の活
用状
況の
通知

活用
状況
の公
表

評価結果の活用

事業の
性格に
対応した
選任基
準の設
定

評価の
フェーズ
間の関係

評価
者の
公表

評価対象

２０10年度 ①事業推進主体

③基本的
には異な
る評価者
を選定

①個別に外
部評価者か
ら意見を聴
取

２０10年度 ②評価部署

①基本的
には同じ
評価者を
選定

②外部評価
者から構成
される委員
会、検討会
等による合
議制

２０10年度 ①事業推進主体

③基本的
には異な
る評価者
を選定

①個別に外
部評価者か
ら意見を聴
取

２０10年度 ②評価部署

①基本的
には同じ
評価者を
選定

②外部評価
者から構成
される委員
会、検討会
等による合
議制

２０10年度
①事業推進主体

③基本的
には異な
る評価者
を選定

①個別に外
部評価者か
ら意見を聴
取

２０10年度 ②評価部署

①基本的
には同じ
評価者を
選定

②外部評価
者から構成
される委員
会、検討会
等による合
議制

環境省

子どもの健康と環境に関する全国調査（エ
コチル調査）

環境保健部環
境安全課環境
リスク評価室

2010年9月

①事業推進主体
(エコチル調査企
画評価委員会)

○

①基本的
には同じ
評価者を
選定

○

②研究開発
実施主体と
事業推進主
体(推進体
制、事業全
体のマネー
ジメント等)
の両方

②外部評価
者から構成
される委員
会、検討会
等による合
議制

②評価者
の意見を
踏まえて
評価事務
局が設定

○ ○ × ○ ○ × × × × × × × ○

経済産業省

○
（評価
結果も
活用し
つつ実
施）

○
（評価結
果も活
用しつつ
実施）

○
（評価結
果も活
用しつつ
実施）

×
○

××

幹細胞実用化に向けた評価基盤技術開発
プロジェクト（新規）

生物化学産業
課

環境・医療分野の国際研究開発・実証プロ
ジェクト（うち医療機器分野）

医療・福祉機
器産業室

○○○○○ ○ ×

③その他
(事業推進
主体)

次世代型双方向通信出力制御実証事業
電力基盤整備
課

①評価事
務局が設
定

○
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予算等の
資源配分
への反映

研究開発
の質の向
上のため
の助言等

施策、政
策等の企
画立案の
改善

その他

2009年

2010年

革新的ハイパフォーマンス･コンピューティ
ング･インフラの構築（うちシステム開発、施
設整備、及びグランドチャレンジアプリケー
ション開発）（旧：最先端・高性能汎用スー
パーコンピュータの開発利用）

情報課 2009

①基本的
には同じ
評価者を
選定

②研究開
発実施主
体と事業推
進主体（推
進体制、事
業全体のマ
ネジメント
等）の両方

③評価委
員会・検
討会等が
設定

○

○(各分野の専
門家である委
員等からヒアリ
ング)

○（次年
度以降の
予算要求
に反
映。）

○（評価
実施主体
の助言等
を事業運
営等に活
用）

○（研究
課題や取
組の再編
成、研究
チーム間
の運営改
善に努め
ている。）

○

光・量子科学研究拠点形成に向けた基盤
技術開発

基盤研究課
量子放射線
研究推進室

2010 ×
○(評価に必要
な情報の収集)

○（次年
度以降の
予算要求
に反映）

○（施設
整備や利
用技術の
向上等に
ついてコ
メント）

○（評価
結果を次
年度の計
画等に反
映）

ナノテクノロジー・ネットワーク

基盤研究課
ナノテクノロ
ジー・材料開
発推進室

2009

○（明文化し
ていないが
設定してい
る。具体的
な方法：ナノ
テク・材料分
野の有識者
を評価者に
含むこと。）

○

○(利用者アン
ケート及び評価
対象者からのヒ
アリング)

× ×
○（予算
要求）

○（評価
実施主体
の助言等
を事業運
営等に活
用）

○（事業
HP及び
事業体制
の強化）

再生医療の実現化プロジェクト（Ⅱ期）
ライフサイエ

ンス課
2010

○（明文化し
ている）

①基本的
には同じ
評価者を
選定

②研究開
発実施主
体と事業推
進主体（推
進体制、事
業全体のマ
ネジメント
等）の両方

③評価委
員会・検
討会等が
設定

×

○(事業の評価
委員会または
審議会による
報告書のとりま
とめ)

○ ○

○（次年
度以降の
予算要求
または資
源配分方
針決定に
活用　）

○（評価
実施主体
の助言等
を事業運
営等に活
用）

○（評価
実施主体
の助言等
を施策・
政策立案
に活用）

○（明文化し
ている）

文部科学省 ○

②外部評
価者から
構成され
る委員
会、検討
会等によ
る合議制

○ ×

○

× × ×
○（ヒアリング
により定性的な
分析を実施）

○○ ○

× × ×

×

①基本的
には同じ
評価者を
選定

×

○（必要
に応じて
予算等の
見直し）

○（評価
結果を研
究開発実
施主体に
フィード
バック等）

○（必要
に応じて
施策等を
検討）

－ ×

②外部評
価者から
構成され
る委員
会、検討
会等によ
る合議制

③評価委
員会・検
討会等が
設定

○ × ×
①研究開
発実施主
体のみ

NICT
最先端の研究開発テストベッドネットワーク
の構築

連携研究部
門産学連携
グループ,
連携研究部
門テストベッ
ド企画戦略
グループ

②評価部署 ○

評価に
供した
資料の
公表

議事概
要の公
表

評価結果の活用内容

②一部同
じ評価者
を残しつ
つ異なる
評価者を
加えて選
定

②評価者
の意見を
踏まえて
評価事務
局が設定

①研究開
発実施主
体のみ

①事業推進主体

○

○

活用状
況のモ
ニタリン
グ

評価
者へ
の活
用状
況の
通知

研究開発事業(研究資金制度は除く)の外部評価の実施状況【中間評価】

府省又は独
立行政法人
名

研究開発事業名
(研究資金制度は除く)

事業推進主
体
(事業推進部
署)

評価の実施
時期

評価実施主体
(評価事務局) 評価者の選任 評価方法

評価の審議過
程の公表

評価結果の活用

事業の性格
に対応した
選任基準の
設定

評価のフェー
ズ間の関係

評価者の
公表

評価対象 評価の審
議方法

評価の観
点、評価
項目・評
価基準の
設定

研究開
発実施
主体に
よる自
己評価
の有無

事業推
進主体
による自
己評価
の有無

調査・分析の実
施の有無

評価委
員会等
による
フォ
ロー
アップ

活用
状況
の公
表
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予算等の
資源配分
への反映

研究開発
の質の向
上のため
の助言等

施策、政
策等の企
画立案の
改善

その他

評価に
供した
資料の
公表

議事概
要の公
表

評価結果の活用内容 活用状
況のモ
ニタリン
グ

評価
者へ
の活
用状
況の
通知

研究開発事業(研究資金制度は除く)の外部評価の実施状況【中間評価】

府省又は独
立行政法人
名

研究開発事業名
(研究資金制度は除く)

事業推進主
体
(事業推進部
署)

評価の実施
時期

評価実施主体
(評価事務局) 評価者の選任 評価方法

評価の審議過
程の公表

評価結果の活用

事業の性格
に対応した
選任基準の
設定

評価のフェー
ズ間の関係

評価者の
公表

評価対象 評価の審
議方法

評価の観
点、評価
項目・評
価基準の
設定

研究開
発実施
主体に
よる自
己評価
の有無

事業推
進主体
による自
己評価
の有無

調査・分析の実
施の有無

評価委
員会等
による
フォ
ロー
アップ

活用
状況
の公
表

個人の遺伝情報に応じた医療の実現プロ
ジェクト（第２期）（テーラーメイド医療実現
化プロジェクト）

研究振興戦
略官付

2010 ×

○(事業の評価
委員会または
審議会による
報告書のとりま
とめ)

○

○（次年
度以降の
予算要求
または資
源配分方
針決定に
活用）

○（評価
実施主体
の助言等
を施策・
政策立案
に活用）

× ×

首都直下地震防災・減災特別プロジェクト
地震・防災研

究課
2010

○(評価委員に
よるヒアリング
等。)

○（次年
度（以降）
の予算要
求に反
映）

○（実施
体制の見
直し）

○ ○

21世紀気候変動予測革新プログラム
環境エネル
ギー課

2009

○（明文化し
ていないが
設定してい
る。具体的
な方法：気候
変動に関す
る専門的知
見を有する
こと）

②一部同
じ評価者
を残しつ
つ異なる
評価者を
加えて選
定

②評価者
の意見を
踏まえて
評価事務
局が設定

○(文献調査を
実施)

×

○（次年
度の予算
要求に反
映）

× × × ×

海洋研究開
発機構

地球環境変動研究 海洋地球課 2009

③－１法制度上
規定された外部
機関（独法評価
委員会海洋研究
開発機構部会）

○（明文化し
ていないが
設定してい
る。具体的
な方法：海洋
分野の有識
者を評価者
に含むこ
と。）

②一部同
じ評価者
を残しつ
つ異なる
評価者を
加えて選
定

○(機構ヒアリン
グ等)

○

○（重点
的に取り
組む研究
開発課題
を設定し
予算要求
に反映し
ている。）

○（研究
プログラ
ムや研究
チーム間
の連携強
化に努め
ている。）

○（社会
への還元
を意識し
た「長期
ビジョン」
を策定す
ることとし
ている。）

○

人間文化研
究機構総合
地球環境学
研究所

地球環境研究の促進 学術機関課 毎年実施
○（明文化し
ている）

①基本的
には同じ
評価者を
選定

○(各分野の専
門家である委
員によりプロ
ジェクトの進捗
状況・成果につ
いてヒアリング
を行っている。)

×

○（概算
要求への
反映を
行ってい
る。）

○（進捗
状況を確
認し、課
題・留意
事項へコ
メント)

× ×

宇宙航空研
究開発機構
(JAXA)

陸域観測技術衛星2号（ALOS-2）プロジェ
クト

宇宙利用推
進室

2009

○（明文化し
ていないが
設定してい
る。具体的
な方法：宇宙
分野に関す
る専門的知
見を有する
こと）

①基本的
には同じ
評価者を
選定

②研究開
発実施主
体と事業推
進主体（推
進体制、事
業全体のマ
ネジメント
等）の両方

○

○(評価項目と
してシステム選
定及び基本設
計要求、開発
計画（スケ
ジュール、資金
計画、実施体
制等）、リスク
管理等の項目
を設定してお
り、研究開発実
施主体が調査・
分析したデータ
を会議の場で
提示してもらっ
ている）

○

○（次年
度以降の
予算要求
に反映）

○（委員
からの各
助言をそ
の後の研
究開発活
動へ活
用）

○（本事
業の継続
判断に活
用）

○

×

× ×

②研究開
発実施主
体と事業推
進主体（推
進体制、事
業全体のマ
ネジメント
等）の両方

①基本的
には同じ
評価者を
選定

○（明文化し
ている）

○

③評価委
員会・検
討会等が
設定

×

○

○（評価
実施主体
の助言等
を事業運
営等に活
用）

①事業推進主体

②外部評
価者から
構成され
る委員
会、検討
会等によ
る合議制

①事業推進主体

①研究開
発実施主
体のみ

×

③評価委
員会・検
討会等が
設定

文部科学省

○

○

○

○ ○ ○
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予算等の
資源配分
への反映

研究開発
の質の向
上のため
の助言等

施策、政
策等の企
画立案の
改善

その他

評価に
供した
資料の
公表

議事概
要の公
表

評価結果の活用内容 活用状
況のモ
ニタリン
グ

評価
者へ
の活
用状
況の
通知

研究開発事業(研究資金制度は除く)の外部評価の実施状況【中間評価】

府省又は独
立行政法人
名

研究開発事業名
(研究資金制度は除く)

事業推進主
体
(事業推進部
署)

評価の実施
時期

評価実施主体
(評価事務局) 評価者の選任 評価方法

評価の審議過
程の公表

評価結果の活用

事業の性格
に対応した
選任基準の
設定

評価のフェー
ズ間の関係

評価者の
公表

評価対象 評価の審
議方法

評価の観
点、評価
項目・評
価基準の
設定

研究開
発実施
主体に
よる自
己評価
の有無

事業推
進主体
による自
己評価
の有無

調査・分析の実
施の有無

評価委
員会等
による
フォ
ロー
アップ

活用
状況
の公
表

日本原子力
研究開発機
構

高レベル放射性廃棄物処分研究開発 原子力課 2009

③－１法制度上
規定された外部
機関（独法評価
委員会日本原子
力研究開発機構
部会）

○（明文化し
ていないが
設定してい
る。具体的
な方法：原子
力分野や会
計に関する
専門的知見
を有するこ
と）

②一部同
じ評価者
を残しつ
つ異なる
評価者を
加えて選
定

○
①研究開
発実施主
体のみ

②外部評
価者から
構成され
る委員
会、検討
会等によ
る合議制

③評価委
員会・検
討会等が
設定

○ ×
○(機構ヒアリン
グ等)

× ○

○（次年
度以降の
予算要求
に反映）

○（評価
実施主体
の助言等
を事業運
営等に活
用）

× × ○ ○ ○ ○

厚生労働省

厚生労働科学研究費補助金(公募以外） 大臣官房厚
生科学課

毎年 ①事業推進主体

○（明文化し
ていないが
設定してい
る：厚生労働
省の科学研
究開発に関
する専門的
知見を有す
ること）

④（事前
評価は実
施なし）

○
①研究開
発実施主
体のみ

②外部評
価者から
構成され
る委員
会、検討
会等によ
る合議制

①評価事
務局が設
定

× ○
○(論文、発
表、特許出願
数等を調査）

○ ○

○
(概算要
求に適宜
反映）

○（厚生
科学審議
会科学技
術部会に
おける方
針決定に
活用）

○（厚生
科学審議
会科学技
術部会に
おける方
針決定に
活用）

× - - - -

動物ゲノムを活用した新市場創出のための
技術開発
（旧：アグリ・ゲノム研究の総合的な推進）

2010年度

新農業展開ゲノムプロジェクト
2010年度

気候変動に対応した循環型食料生産等の
確立のための技術開発
（旧：農林水産分野における地球温暖化対
策のための緩和及び適応技術の開発）

研究開発官
(環境）室

2011年度

2012年度
①事業推進主体

③基本的
には異な
る評価者
を選定

②研究開
発実施主
体と事業推
進主体(推
進体制、事
業全体のマ
ネージメン
ト等)の両
方

○
○アンケート、
ヒアリング等

2012年度
②評価部署

①基本的
には同じ
評価者を
選定

２０１０年度
①事業推進主体

③基本的
には異な
る評価者
を選定

２０１０年度
②評価部署

①基本的
には同じ
評価者を
選定

○ ○ ○ ○

○
（2012
年度以
降）

×○

○
評価結果
を踏ま
え、研究
課題及び
その計画
の見直し
又は中止
等を検討

○
評価結果
を踏ま
え、研究
課題及び
その計画
の見直し
又は中止
等を検討

○
（2012
年度以
降）

○
（2012
年度
以降）

○
評価結果
も活用し
つつ実施

○
評価結果
も活用し
つつ実施

×

×

○

革新的次世代石油精製等技術開発事業 石油精製備
蓄課

日米エネルギー環境技術研究・標準化協
力事業

国際室

経済産業省

○○
○外部評価者
によるヒアリン
グを実施

○
評価結果
を踏ま
え、投入
する予算
規模又は
配分を見
直し

○
評価結果
も活用し
つつ実施

×

○ ○

③その他
(事業推進
主体)

①評価事
務局が設
定

×

×

○

②研究開
発実施主
体と事業推
進主体(推
進体制、事
業全体のマ
ネージメン
ト等)の両
方

②外部評
価者から
構成され
る委員
会、検討
会等によ
る合議制

①評価事
務局が設
定

×農林水産省 ②評価部署 ○

①基本的
には同じ
評価者を
選定

研究開発官
(食の安全、
基礎・基盤）
室

○

②外部評
価者から
構成され
る委員
会、検討
会等によ
る合議制
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予算等の
資源配分
への反映

研究開発
の質の向
上のため
の助言等

施策、政
策等の企
画立案の
改善

その他

評価に
供した
資料の
公表

議事概
要の公
表

評価結果の活用内容 活用状
況のモ
ニタリン
グ

評価
者へ
の活
用状
況の
通知

研究開発事業(研究資金制度は除く)の外部評価の実施状況【中間評価】

府省又は独
立行政法人
名

研究開発事業名
(研究資金制度は除く)

事業推進主
体
(事業推進部
署)

評価の実施
時期

評価実施主体
(評価事務局) 評価者の選任 評価方法

評価の審議過
程の公表

評価結果の活用

事業の性格
に対応した
選任基準の
設定

評価のフェー
ズ間の関係

評価者の
公表

評価対象 評価の審
議方法

評価の観
点、評価
項目・評
価基準の
設定

研究開
発実施
主体に
よる自
己評価
の有無

事業推
進主体
による自
己評価
の有無

調査・分析の実
施の有無

評価委
員会等
による
フォ
ロー
アップ

活用
状況
の公
表

２０１０年度
①事業推進主体

③基本的
には異な
る評価者
を選定

２０１０年度 ②評価部署

①基本的
には同じ
評価者を
選定

２０１１年度 ①事業推進主体

③基本的
には異な
る評価者
を選定

２０１１年度 ②評価部署

①基本的
には同じ
評価者を
選定

企業・個人の情報セキュリティ対策促進事
業

情報セキュリ
ティ政策室 2010年度 ①事業推進主体

2011年度 ①事業推進主体

2011年度 ②評価部署

２０１１年度 ①事業推進主体 ○

２０１１年度 ②評価部署

2012年度 ①事業推進主体

③基本的
には異な
る評価者
を選定

2012年度 ②評価部署

①基本的
には同じ
評価者を
選定

２０１１年度 ①事業推進主体

③基本的
には異な
る評価者
を選定

２０１１年度 ②評価部署

①基本的
には同じ
評価者を
選定

○（評価
結果も活
用しつつ
実施）

×

二酸化炭素削減技術実証試験事業 地球環境連
携・技術室

メタンハイドレート開発促進事業 石油・天然ガ
ス課

炭素繊維複合材成形技術開発 航空機武器
宇宙産業課

経済産業省

高効率ガスタービン実用化技術開発 電力基盤整
備課

戦略的基盤技術高度化支援事業

石油資源遠隔探知技術の研究開発

○

×

中小企業庁
経営支援部
創業・技術課

宇宙産業室

○

○（評価
結果も活
用しつつ
実施）

○（評価
結果も活
用しつつ
実施）

未定

○
③その他
(事業推進
主体)

①評価事
務局が設
定

×

×

×

×

①基本的
には同じ
評価者を
選定

③基本的
には異な
る評価者
を選定

○（アンケート、
ヒアリング、事
例調査等）

×

○

②外部評
価者から
構成され
る委員
会、検討
会等によ
る合議制

○ ○ ○○
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予算等の
資源配分
への反映

研究開発
の質の向
上のため
の助言等

施策、政
策等の企
画立案の
改善

その他

評価に
供した
資料の
公表

議事概
要の公
表

評価結果の活用内容 活用状
況のモ
ニタリン
グ

評価
者へ
の活
用状
況の
通知

研究開発事業(研究資金制度は除く)の外部評価の実施状況【中間評価】

府省又は独
立行政法人
名

研究開発事業名
(研究資金制度は除く)

事業推進主
体
(事業推進部
署)

評価の実施
時期

評価実施主体
(評価事務局) 評価者の選任 評価方法

評価の審議過
程の公表

評価結果の活用

事業の性格
に対応した
選任基準の
設定

評価のフェー
ズ間の関係

評価者の
公表

評価対象 評価の審
議方法

評価の観
点、評価
項目・評
価基準の
設定

研究開
発実施
主体に
よる自
己評価
の有無

事業推
進主体
による自
己評価
の有無

調査・分析の実
施の有無

評価委
員会等
による
フォ
ロー
アップ

活用
状況
の公
表

2012年度 ①事業推進主体

④その他
（フェーズ
間に関係
なく適任
者を選

2012年度 ②評価部署

①基本的
には同じ
評価者を
選定

２０１０年 ①事業推進主体

③基本的
には異な
る評価者
を選定

２０１０年 ②評価部署

①基本的
には同じ
評価者を
選定

２０１０年度 ①事業推進主体

③基本的
には異な
る評価者
を選定

○

２０１０年度 ②評価部署

①基本的
には同じ
評価者を
選定

○評価結
果も活用
しつつ実
施

地層処分技術調査等委託費 放射性廃棄
物等対策室

戦略的原子力技術利用高度化推進費補助
金

原子力政策
課

使用済燃料再処理事業高度化補助金 原子力立地・
核燃料サイ
クル産業課

経済産業省 ○
○

③その他
(事業推進
主体)

②研究開
発実施主
体と事業推
進主体(推
進体制、事
業全体のマ
ネージメン
ト等)の両
方

③その他
(事業推進
主体)

②外部評
価者から
構成され
る委員
会、検討
会等によ
る合議制

①評価事
務局が設
定 ×××× ○

○（評価
結果も活
用しつつ
実施）

○（評価
結果も活
用しつつ
実施）

○（評価
結果も活
用しつつ
実施）

○ ○○ ○ ○
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予算等の
資源配分
への反映

研究開発
の質の向
上のため
の助言等

施策、政
策等の企
画立案の
改善

その他

評価に
供した
資料の
公表

議事概
要の公
表

評価結果の活用内容 活用状
況のモ
ニタリン
グ

評価
者へ
の活
用状
況の
通知

研究開発事業(研究資金制度は除く)の外部評価の実施状況【中間評価】

府省又は独
立行政法人
名

研究開発事業名
(研究資金制度は除く)

事業推進主
体
(事業推進部
署)

評価の実施
時期

評価実施主体
(評価事務局) 評価者の選任 評価方法

評価の審議過
程の公表

評価結果の活用

事業の性格
に対応した
選任基準の
設定

評価のフェー
ズ間の関係

評価者の
公表

評価対象 評価の審
議方法

評価の観
点、評価
項目・評
価基準の
設定

研究開
発実施
主体に
よる自
己評価
の有無

事業推
進主体
による自
己評価
の有無

調査・分析の実
施の有無

評価委
員会等
による
フォ
ロー
アップ

活用
状況
の公
表

ヒト幹細胞産業応用促進基盤技術開発

バイオテクノ
ロジー・医療
技術部(製造
産業局生物
化学産業課)

2011年

次世代ロボット知能化技術開発プロジェクト

技術開発推
進部(製造産
業局産業機
械課)

2009年度

次世代大型有機ELディスプレイ基盤技術
の開発（グリーンITプロジェクト）

電子・材料・
ナノテクノロ
ジー部(商務
情報政策局
情報通信機
器課)

2010年

グリーンネットワーク・システム技術研究開
発プロジェクト（グリーンITプロジェクト）

省エネル
ギー部(商務
情報政策局
情報通信機
器課)

2010年

新エネルギー技術研究開発（革新的太陽
光発電技術研究開発）

新エネル
ギー部(資エ
庁省新部新
エネ対策課)

2010年、
2012年

次世代蓄電システム実用化戦略的技術開
発（次世代自動車用高性能蓄電システム
技術開発）

スマートコ
ミュニティ部
(資エ庁省新
部新エネ対
策課)

2009年

環境調和型製鉄プロセス技術開発

環境部(製造
産業局鉄鋼
課製鉄企画
室)

2010年

国土交通省

革新的な船舶の省エネルギー技術の研究
開発

海事局安全・
環境政策課・
船舶産業課

毎年度末 ②評価部署 ○

①基本的
には同じ
評価者を
選定

○
①研究開
発実施主
体のみ

②外部評
価者から
構成され
る委員
会、検討
会等によ
る合議制

②評価者
の意見を
踏まえて
評価事務
局が設定

× × × × ×

○・事業
の継続･
中止判断
に活用
・計画（予
算額・実
施体制
等）の見
直しに活
用

○評価の
際、委員
により助
言を行う

○政策
（全体の
予算額、
内容等）
の見直し
に活用

× × × × ×

③評価委
員会・検
討会等が
設定

○評価
により
得られ
た知見
をマネ
ジメン
トガイ
ドライ
ンに蓄
積・活
用

○②評価部署NEDO

②一部同
じ評価者
を残しつ
つ異なる
評価者を
加えて選
定

○

②研究開
発実施主
体と事業推
進主体(推
進体制、事
業全体のマ
ネージメン
ト等)の両
方

○○ ○ ○

②外部評
価者から
構成され
る委員
会、検討
会等によ
る合議制

○ ○ × ○ ○

○翌年度
以降の予
算配分に
反映

○基本計
画等へ反
映

○実施方
針・実施
計画書等
へ反映
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予算等の
資源配分
への反映

研究開発
の質の向
上のため
の助言等

施策、政策
等の企画
立案の改
善

その他

次世代バックボーンに関する研究開発
電気通信技術
システム課 2010年

情報漏えい対策技術の研究開発

情報流通振興
課
情報セキュリ
ティ対策室

2010年

ユビキタス・プラットフォーム技術の研究開
発

技術政策課
研究推進室 2011年

超高速光エッジノード技術の研究開発
技術政策課
研究推進室 2012年

準天頂衛星システムの研究開発 宇宙通信政策
課

2012年

異種無線システム協調制御による周波数
有効利用技術の研究開発

移動通信課
2012年

フォトニックネットワーク技術に関する研究
開発

新世代NW研究
センター（超高
速フォトニック
ネットワークグ
ループ）

2010年

次世代ネットワーク（NGN）基盤技術の研究
開発

新世代NW研究
センター（ネット
ワークアーキテ
クチャグルー
プ、新世代ネッ
トワーク研究セ
ンター推進室）

2010年

最先端の研究開発テストベッドネットワーク
の構築

連携研究部門
産学連携グ
ループ,
連携研究部門
テストベッド企
画戦略グル

2011年

無線ネットワーク技術に関する研究開発
新世代ワイヤレ
ス研究センター 2010年

ユニバーサルコミュニケーション基盤領域
の研究開発

知識創成コミュ
ニケーション研
究センター、ユ
ニバーサルメ
ディア研究セン
ター

2010年

情報セキュリティ技術に関する研究開発
情報通信セ
キュリティ研究
センター

2010年

宇宙・地球環境に関する研究開発
電磁波計測研
究センター 2010年

高度衛星通信技術に関する研究開発
ワイヤレスセン
ター（宇宙通信
G）

2010年

×

NICT ②評価部署 ○ －××○ ○

○
（ヒアリングに
より定性的な
分析を実施）

×

③評価委
員会・検
討会等が

設定

○

○（必要に
応じて予算
等の見直

し）

○（評価結
果を研究開
発実施主
体にフィー
ドバック等）

○（必要に
応じて施策
等を検討）

－

②外部評
価者から
構成され
る委員
会、検討
会等によ
る合議制

×

○（評価会に
おいて評価方
法について調
査分析を行
い、必要に応
じて見直しを

行う）

× × ×

××

②外部評
価者から
構成され
る委員
会、検討
会等によ
る合議制

①基本的
には同じ
評価者を
選定

①研究開
発実施主
体のみ

○
（必要に応
じて予算等
の見直し）

×

○

①基本的
には同じ
評価者を
選定

○
①研究開
発実施主
体のみ

総務省 ②評価部署

○
（必要に応
じて施策等
を検討）

③評価委
員会・検
討会等が

設定

○○

○
（評価結果
を研究開発
実施主体
にフィード
バック等）

研究開発事業(研究資金制度は除く)の外部評価の実施状況【終了時評価】

府省又は独
立行政法人
名

研究開発事業名
(研究資金制度は除く)

事業推進主体
(事業推進部署)

評価の実施
時期

評価実施主体
(評価事務局) 評価者の選任 評価方法

評価の審
議過程の

公表
評価結果の活用

事業の性
格に対応
した選任
基準の設
定

評価の
フェーズ
間の関係

評価
者の
公表

評価対象 評価の審
議方法

評価
委員
会等
による
フォ
ロー
アップ

評価
に供
した
資料
の公
表

議事
概要
の公
表

活用状
況のモ
ニタリン
グ

活用
状況
の公
表

評価の観
点、評価
項目・評
価基準の
設定

研究開
発実施
主体に
よる自
己評価
の有無

評価
者へ
の活
用状
況の
通知

評価結果の活用内容事業推
進主体
による自
己評価
の有無

調査・分析の
実施の有無

×
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予算等の
資源配分
への反映

研究開発
の質の向
上のため
の助言等

施策、政策
等の企画
立案の改
善

その他

研究開発事業(研究資金制度は除く)の外部評価の実施状況【終了時評価】

府省又は独
立行政法人
名

研究開発事業名
(研究資金制度は除く)

事業推進主体
(事業推進部署)

評価の実施
時期

評価実施主体
(評価事務局) 評価者の選任 評価方法

評価の審
議過程の

公表
評価結果の活用

事業の性
格に対応
した選任
基準の設
定

評価の
フェーズ
間の関係

評価
者の
公表

評価対象 評価の審
議方法

評価
委員
会等
による
フォ
ロー
アップ

評価
に供
した
資料
の公
表

議事
概要
の公
表

活用状
況のモ
ニタリン
グ

活用
状況
の公
表

評価の観
点、評価
項目・評
価基準の
設定

研究開
発実施
主体に
よる自
己評価
の有無

評価
者へ
の活
用状
況の
通知

評価結果の活用内容事業推
進主体
による自
己評価
の有無

調査・分析の
実施の有無

橋渡し研究支援推進プログラム
ライフサイエン

ス課
2011

分子イメージング研究プログラム
研究振興戦略

官付
2011

首都直下地震防災・減災特別プロジェクト
地震・防災研究

課
2011 ○

○(評価委員
によるヒアリ
ング等。)

× ×

○（新規事
業の政策・
施策に反
映）

○ ○

21世紀気候変動予測革新プログラム
環境エネル
ギー課

2012

○明文化
していない
が設定し
ている。
（気候変動
に関する
専門的知
見を有す
ること）

②一部同
じ評価者
を残しつ
つ異なる
評価者を
加えて選
定

②評価者
の意見を
踏まえて
評価事務
局が設定

未定 未定 未定 未定 未定 未定 未定

宇宙航空研
究開発機構
(JAXA)

陸域観測技術衛星「だいち」（ALOS)プロ
ジェクト

宇宙利用推進
室

2012

○明文化
していない
が設定し
ている（宇
宙分野に
関する専
門的知見
を有するこ
と）

①基本的
には同じ
評価者を
選定

③評価委
員会・検
討会等が
設定

○ ○

○(評価項目
として成果及
び成否の要
因分析を設定
しており、研
究開発実施
主体が調査・
分析したデー
タを会議の場
で提示しても
らっている)

○ ○

○（評価実
施主体の
助言等を施
策・政策立
案に活用
予定）

○

厚生労働省

がん研究助成金事業 医政局国立病
院課

2011 ①事業推進主体

○（明文化
していない
が設定し
ている：が
ん研究に
関する専
門的知見
を有するこ

と）

④（事前・
中間評価
は実施な
し）

○
①研究開
発実施主
体のみ

②外部評
価者から
構成され
る委員
会、検討
会等によ
る合議制

①評価事
務局が設
定

× ○
○(研究成果
大要を作成） ○ ○

○
(概算要求
に適宜反
映）

○（厚生科
学審議会
科学技術
部会におけ
る方針決定
に活用）

○（厚生科
学審議会
科学技術
部会におけ
る方針決定
に活用）

× - - - -

③評価委
員会・検
討会等が
設定

①事業推進主体

○

○×

× ×

×

未定 未定

○(事業の評
価委員会また
は審議会によ
る報告書のと
りまとめ)

○（評価実
施主体の
助言等を施
策・政策立
案に活用）

○（評価実
施主体の
助言等を事
業運営等
に活用）

②研究開
発実施主
体と事業
推進主体
（推進体
制、事業
全体のマ
ネジメント
等）の両
方

未定 未定未定 未定

文部科学省

○（明文化
している）

①基本的
には同じ
評価者を
選定

○

②外部評
価者から
構成され
る委員
会、検討
会等によ
る合議制

○ × ×

×
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予算等の
資源配分
への反映

研究開発
の質の向
上のため
の助言等

施策、政策
等の企画
立案の改
善

その他

研究開発事業(研究資金制度は除く)の外部評価の実施状況【終了時評価】

府省又は独
立行政法人
名

研究開発事業名
(研究資金制度は除く)

事業推進主体
(事業推進部署)

評価の実施
時期

評価実施主体
(評価事務局) 評価者の選任 評価方法

評価の審
議過程の

公表
評価結果の活用

事業の性
格に対応
した選任
基準の設
定

評価の
フェーズ
間の関係

評価
者の
公表

評価対象 評価の審
議方法

評価
委員
会等
による
フォ
ロー
アップ

評価
に供
した
資料
の公
表

議事
概要
の公
表

活用状
況のモ
ニタリン
グ

活用
状況
の公
表

評価の観
点、評価
項目・評
価基準の
設定

研究開
発実施
主体に
よる自
己評価
の有無

評価
者へ
の活
用状
況の
通知

評価結果の活用内容事業推
進主体
による自
己評価
の有無

調査・分析の
実施の有無

動物ゲノムを活用した新市場創出のための
技術開発
（旧：アグリ・ゲノム研究の総合的な推進）

研究開発官(食
の安全、基礎・
基盤）室 2011年度

地域活性化のためのバイオマス利用技術
の開発

研究開発官(環
境）室

2011年度

新農業展開ゲノムプロジェクト 研究開発官(食
の安全、基礎・
基盤）室 2011年度

２００９年度 ①事業推進主体

③基本的
には異な
る評価者
を選定

○

○（評価結
果も活用し
つつ、他事
業の制度
改善等を実
施）

２００９年度 ②評価部署

①基本的
には同じ
評価者を
選定

２０１０年度 ①事業推進主体

③基本的
には異な
る評価者
を選定

２０１０年度 ②評価部署

①基本的
には同じ
評価者を
選定

２０１０年度 ①事業推進主体

③基本的
には異な
る評価者
を選定

２０１０年度 ②評価部署

①基本的
には同じ
評価者を
選定

２０１０年度 ①事業推進主体

③基本的
には異な
る評価者
を選定

２０１０年度 ②評価部署

①基本的
には同じ
評価者を
選定

○評価結
果を踏ま
え、研究課
題及びその
計画の見
直し又は中
止等を検討

○

○
（評価結果
も活用しつ
つ実施）

×

○（次の
フェーズで
ある導入支
援事業にお
いて、評価
結果を活
用）

○
×

○（補助事
業終了後、
事業推進
主体が独
自に継続
実施する研
究におい
て、評価結
果を活用）

○（次の
フェーズで
ある導入支
援事業にお
いて、評価
結果を活
用）

○
（評価結果
も活用しつ
つ実施）

○
（評価結果
も活用しつ
つ実施）

農林水産省

②外部評
価者から
構成され
る委員
会、検討
会等によ
る合議制

②評価部署 ○
○

①評価事
務局が設
定

①基本的
には同じ
評価者を
選定

○ ○
○外部評価
者によるヒア
リングを実施

中小企業・ベンチャー挑戦支援事業のうち
実用化研究開発事業

中小企業庁経
営支援部創業・
技術課

×

○
×

②研究開
発実施主
体と事業
推進主体
(推進体
制、事業
全体のマ
ネージメン
ト等)の両
方

石油精製高度機能融合技術開発事業 石油精製備蓄
課

産学連携ソフトウェア工学実践事業 情報処理振興
課

地域新生コンソーシアム研究開発事業 地域技術課

経済産業省 ×

○（アンケー
ト、ヒアリン
グ、事例調査
等）

○

①評価事
務局が設
定

②外部評
価者から
構成され
る委員
会、検討
会等によ
る合議制

③その他
(事業推進
主体)

×○

○
（評価結果
も活用しつ
つ実施）

-

○成果の
普及・実用
化に向けた
施策の企
画・立案時
に適切に反
映

×

○
○ ○ ○

○
（評価結果
も活用しつ
つ実施）

○
（評価結果
も活用しつ
つ実施）

×× ×
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予算等の
資源配分
への反映

研究開発
の質の向
上のため
の助言等

施策、政策
等の企画
立案の改
善

その他

研究開発事業(研究資金制度は除く)の外部評価の実施状況【終了時評価】

府省又は独
立行政法人
名

研究開発事業名
(研究資金制度は除く)

事業推進主体
(事業推進部署)

評価の実施
時期

評価実施主体
(評価事務局) 評価者の選任 評価方法

評価の審
議過程の

公表
評価結果の活用

事業の性
格に対応
した選任
基準の設
定

評価の
フェーズ
間の関係

評価
者の
公表

評価対象 評価の審
議方法

評価
委員
会等
による
フォ
ロー
アップ

評価
に供
した
資料
の公
表

議事
概要
の公
表

活用状
況のモ
ニタリン
グ

活用
状況
の公
表

評価の観
点、評価
項目・評
価基準の
設定

研究開
発実施
主体に
よる自
己評価
の有無

評価
者へ
の活
用状
況の
通知

評価結果の活用内容事業推
進主体
による自
己評価
の有無

調査・分析の
実施の有無

次世代衛星基盤技術開発（準天頂衛星シ
ステム等基盤プロジェクト）

宇宙産業室

2011年度
×

○（評価結
果も活用し
つつ実施）

２０１１年度

２０１１年度 ②評価部署

①基本的
には同じ
評価者を
選定

２０１０年度 ①事業推進主体

③基本的
には異な
る評価者
を選定

２０１０年度 ②評価部署

2010年度 ①事業推進主体

×(機
微技術
に係る
技術評
価であ
るため)

2010年度 ②評価部署
○

○（評価結
果を活用し
つつ、今後
の研究開
発の方向
等に関して
評価委員
会から提言
を行った。）

○（評価結
果も活用し
つつ実施）

○ ○
経済産業省

○

○

○
○（評価結
果も活用し
つつ実施）

①基本的
には同じ
評価者を
選定

②外部評
価者から
構成され
る委員
会、検討
会等によ
る合議制

①評価事
務局が設
定 × ×

×

③その他
(事業推進
主体)

○

①事業推進主体

③基本的
には異な
る評価者
を選定

○第３者評価
委員会におい
て、評価を実
施する前に、
研究開発実
施主体からの
資料提供、説
明および質疑
応答、並びに
委員による意
見交換を行っ
た。

遠心法ウラン濃縮事業推進費補助金 原子力立地・核
燃料サイクル産
業課

噴流床石炭ガス化発電プラント実証 電力基盤整備
課

植物機能を活用した高度モノ作り基盤技術
開発（植物利用高付加価値物質製造基盤
技術開発）

生物化学産業
課

○（評価結
果も活用し
つつ実施）

×
○ ○
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予算等の
資源配分
への反映

研究開発
の質の向
上のため
の助言等

施策、政策
等の企画
立案の改
善

その他

研究開発事業(研究資金制度は除く)の外部評価の実施状況【終了時評価】

府省又は独
立行政法人
名

研究開発事業名
(研究資金制度は除く)

事業推進主体
(事業推進部署)

評価の実施
時期

評価実施主体
(評価事務局) 評価者の選任 評価方法

評価の審
議過程の

公表
評価結果の活用

事業の性
格に対応
した選任
基準の設
定

評価の
フェーズ
間の関係

評価
者の
公表

評価対象 評価の審
議方法

評価
委員
会等
による
フォ
ロー
アップ

評価
に供
した
資料
の公
表

議事
概要
の公
表

活用状
況のモ
ニタリン
グ

活用
状況
の公
表

評価の観
点、評価
項目・評
価基準の
設定

研究開
発実施
主体に
よる自
己評価
の有無

評価
者へ
の活
用状
況の
通知

評価結果の活用内容事業推
進主体
による自
己評価
の有無

調査・分析の
実施の有無

ゲノム創薬加速化支援バイオ基盤技術開
発（化合物等を活用した生物システム制御
基盤技術開発）

バイオテクノロ
ジー・医療技術
部(製造産業局
生物化学産業

2011年

次世代ロボット知能化技術開発プロジェクト
技術開発推進
部(製造産業局
産業機械課)

2012年

次世代半導体材料・プロセス基盤（ＭＩＲＡＩ）
プロジェクト

電子・材料・ナノ
テクノロジー部
(商務情報政策
局情報通信機

2011年

水素社会構築共通基盤整備事業

新エネルギー
部(資エ庁省新
部新エネ対策
課燃料電池推

2010年

系統連系円滑化蓄電システム技術開発

スマートコミュニ
ティ部(資エ庁
省新部新エネ
対策課)

2011年

次世代蓄電システム実用化戦略的技術開
発（次世代自動車用高性能蓄電システム
技術開発）

スマートコミュニ
ティ部(資エ庁
省新部新エネ
対策課)

2012年

環境調和型製鉄プロセス技術開発
環境部(製造産
業局鉄鋼課製
鉄企画室)

2012年
今後委員
選定予定

国土交通省

革新的な船舶の省エネルギー技術の研究
開発

海事局安全・環
境政策課・船舶
産業課

終了年度
(2012年度)

末
②評価部署 ○

①基本的
には同じ
評価者を
選定

○
①研究開
発実施主
体のみ

②外部評
価者から
構成され
る委員
会、検討
会等によ
る合議制

②評価者
の意見を
踏まえて
評価事務
局が設定

× ×
×

× × ×

○評価の
際、委員に
より助言を
行う

○政策（全
体の予算
額、内容
等）の見直
しに活用

× × × × ×

NEDO ②評価部署 ○

②一部同
じ評価者
を残しつ
つ異なる
評価者を
加えて選
定

○ ○ ○ ×

②研究開
発実施主
体と事業
推進主体
(推進体
制、事業
全体のマ
ネージメン
ト等)の両
方

③評価委
員会・検
討会等が
設定

②外部評
価者から
構成され
る委員
会、検討
会等によ
る合議制

- - - -

○評価
により
得られ
た知見
をマネ
ジメン
トガイ
ドライ
ンに蓄
積・活
用

○ - - -○
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